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平成２０年度千歳市各会計予算大綱 

 

 

平成２０年度千歳市各会計予算案を提出するにあたり、その大綱につきましてご説明申

しあげます。 
平成２０年度の我が国経済については、「経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平

成20年１月18日閣議決定）」において、世界経済の回復が続くもと、平成１９年度に引き

続き企業部門の底堅さが持続するとともに、家計部門が緩やかに改善し、国内総生産は、

５２６．９兆円程度、実質成長率は２．０％程度となるものと見込まれております。 

このようななか、平成２０年度の地方財政計画は、極めて厳しい地方財政の現状等を踏

まえ、歳出面においては「基本方針２００６（経済財政運営と構造改革に関する基本方針

2006（平成18年７月７日閣議決定））」及び「基本方針２００７（経済財政改革の基本方

針2007（平成19年６月６日閣議決定））」に沿って、国の取組と歩調を合わせて、歳出全

般にわたり見直しを行うことにより計画的な抑制を図る一方、喫緊の課題である地方の再

生に向け、知恵と工夫を活かした産業振興や地域活性化、生活の安全安心の確保等の施策

の推進に財源の重点的配分を図ることとし、歳入面においては、地方税負担の公平適正化

の推進と安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税などの一般財源総額の確保を図る

ことを基本として策定され、その規模は８３兆４，０１４億円、対前年度比では０．３％

の増となったところであります。 
特に、引き続き生ずることとなった大幅な地方財源の不足見込額５兆２，４７６億円に

ついては、平成１９年度に講じられた平成２１年度までの間の制度改正に基づき、従前と

同様の例により、臨時財政対策債や地方特例交付金などにより措置することとされており

ます。 
平成２０年度予算は、こうした地方財政計画や景気の動向、国・地方を通ずる厳しい財

政環境を十分踏まえ、財政の健全性に留意しながら、２１世紀のまちづくりの指針となる

「２１☆千歳きらめきプラン」の着実な推進をはかるとともに、「安心」と「活力」の２

つを柱に「市民力とまちの特性を生かし、幸せを実感できるまち」の実現に向けて、市民

の皆様の要望を踏まえながら、限られた財源の中で編成を行ったところであります。 
その結果予算規模は、 
    一  般  会  計      ４６８億７，０５８万５千円 

    特別会計（７会計）     １２５億８，７５９万７千円 

    合       計      ５９４億５，８１８万２千円 

となっております。 
一般会計では、前年度６月補正予算後の予算（以下「前年度」という。）に比べ、２億

９，８２０万円、０．６％の減となっております。 
歳入につきましては、一般財源で２４５億９，２４６万５千円となり、前年度に比べ

１０億４，２０２万６千円、４．４％の増となっております。 
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この内容は、市税では、個人市民税で平成１９年度からの税源移譲見込み額が当初予

定額を下回ったことや平成２０年度の給与所得の減少が見込まれることなどから、前年度

に比べ２億２，８５０万円、１．６％の減となり、地方消費税交付金では、国に対する消

費税の納付期日である１１月末日が休日となり１か月相当分の地方消費税の減が見込まれ

ることから５，０００万円、４．９％の減少を見込みましたが、国庫支出金では再編交付

金の新設により４，５００万円の皆増、地域住宅交付金では公営住宅建替事業費の増によ

り４億７，６１５万８千円、１３９．７％の増を見込んでおります。 
また、財政調整基金繰入金では収支不足分として４億円を計上し、前年度に比べ２億

１，８３５万７千円、３５．３％の減となりましたが、第４工業団地造成などのため過去

の財政調整基金借入金を全額償還する財源として６億９，８３６万１千円が皆増となった

ことから、４億８，０００万４千円、５８．７％の増となり、地方交付税では前年度に比

べ３億円、９．１％の増、臨時財政対策債では４，０００万円、５．０％の減とし、合計

では２億６，０００万円、６．３％の増とし、市税の減少相当額などを見込んでおります。 
なお、平成２０年度から地方交付税制度の中で「地方と都市の共生」の考えのもと、

地方税の偏在是正により生じる財源を活用して、地方の自主的・主体的な活性化施策とし

て、「地方再生対策費」が創設され、地方交付税で１億３，０００万円の増加を見込んで

おります。 
特定財源では２２２億７，８１２万円となり、前年度に比べ１３億４，０２２万６千

円、５．７％の減となっております。 
この内容は、第４工業団地造成など公共施設整備基金への償還財源を当該基金繰入金

で計上したことなどから繰入金では前年度に比べ６億３，１０２万２千円、３０９．１％、

財産収入ではこの基金貸付金利子などの増加により１億９，６０２万７千円、９６．２％

とそれぞれ増となったものの、諸収入では土地開発公社への貸付金収入が企業誘致による

分譲の促進などにより２７億５，１７０万９千円、１８．３％、道支出金では温水プール

の起債償還金の減などにより１億７６５万２千円、７．３％がいずれも減となったことな

どによるものであります。 
次に歳出でありますが、経常費で２４１億９，２３３万円となり、前年度に比べまし

て７，３６０万７千円、０．３％の増となっております。 
これは平成１６年度の北海道の医療助成制度の改正により終了となった老人医療費助

成事業や老人保健特別会計繰出金、公債費などで減となりましたが、後期高齢者医療特別

会計繰出金や後期高齢者医療給付費負担金が皆増となったことなどによるものであります。 
また、投資的経費を除く臨時費では１６８億５，０５１万１千円となり、前年度に比

べ１３億２，３５９万３千円、７．３％の減となっております。 
これは第４工業団地造成等に係る基金借入金償還金の皆増や工業等振興条例補助金な

どで増となりましたが、分譲促進などによる土地開発公社への貸付金の減少や後期高齢者

医療の施行などに伴い国民健康保険特別会計への繰出金などが減となったことなどによる

ものであります。 
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投資的経費では５８億２，７７４万４千円となり、前年度に比べ９億５，１７８万６

千円、１９．５％の増となっております。 
これは子育て総合支援センター整備、北陽小学校増築、指宿公園・柏台公園整備事業

費の皆減やＣ経路整備事業などが減となりましたが、公営住宅建替、Ｃ経路まちづくり事

業費などの増加が主な要因であります。 
以下、計上いたしました主な予算につきまして、「新長期総合計画」に掲げた５つの都

市づくりの目標に沿ってご説明申しあげます。 
 

はじめに、『心がかよい幸せ感じる都市づくり』の予算であります。 

すべての市民が心身ともに健康で、生きる喜びを実感しながら暮らせるよう、保健予

防対策の充実を図り、子育て支援や地域医療体制の充実のため、 

   子ども医療費助成事業費               １億８，６４５万７千円 

   食育推進計画事業費                     １７４万８千円 

   麻しん風しん予防接種推進事業費             ２，１８９万１千円 

   新生児訪問（こんにちは赤ちゃん）事業費           ３５０万６千円 

   妊婦乳幼児委託健康診査事業費                ３，２７８万円 

   市民健康診査事業費（個別・集団健診）          ５，６４３万７千円 

   乳幼児健康診査事業費                  １，０１０万３千円 

   医療体制整備事業費                 １億１，２０５万２千円 

   病院事業会計繰出金                 ９億５，３４１万２千円 

などを計上しております。 

 

生涯を通じて健やかな生活が送れるよう、長寿時代にふさわしい高齢者のニーズに応

じた福祉サービスの充実を図るとともに、障がいのある方のライフスタイルに沿った自立

生活の確立や社会参加を推進するため、 

   高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定事業費         ３１５万円 

   障がい者支援計画・障がい福祉計画策定事業費            ８５万円 

   高齢者・障がい者福祉サービス利用券助成事業費      ７，２９７万１千円 

   敬老祝金贈呈事業費                   １，３００万９千円 

   ワークシェアリング事業費                  ３３８万４千円 

などを計上しております。 

 

一人ひとりの子どもが個性豊かでたくましく成長できるよう、経済的支援対策を推進

するとともに、ちとせっこセンターなどを通じて、子どもたちを心豊かに育む環境づくり

のため、 

   子育て総合支援センター施設管理経費           １，４９０万８千円 

   地域子育て支援センター運営事業費            １，４０７万４千円 
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   子育て支援ホームページ作成事業費                １２０万円 

   子育て支援後期計画策定事業費                ３６３万５千円 

   子育てガイド作成事業費                   １５１万２千円 

   （仮称）北陽地区児童センター整備事業費            ９６万７千円 

   子育て短期支援事業費                     ４８万６千円 

   乳幼児紙おむつ用ごみ袋支給事業費              ４１７万７千円 

   放課後子どもプラン推進事業費                 ３４万７千円 

などを計上しております。 

 

健康で文化的な生活への自立を支援するとともに、地域の自主的な参加と連帯による

人と人とのふれあいや信頼と温もりのあるコミュニティづくりをめざして、 

   生活保護事業費                    １５億８，６０９万円 
   国民健康保険特別会計繰出金             ８億１，５１９万２千円 

   消費生活費                       １億４８４万５千円 

   町内会館整備事業費                   １，９６７万３千円 

   町内会育成事業費                    １，０３２万８千円 

   北信濃コミュニティセンターバリアフリー改修事業費    ３，４２５万２千円 

などを計上しております。 

 

 

次に、『安全で人と地球にやさしい都市づくり』の予算であります。 

地球的視野に立った環境保全と資源の有効活用により、環境への負荷の少ない循環型

社会の構築と、水と緑に包まれたうるおいと安らぎに満ちた都市環境づくりのため、 

   環境教育推進事業費                      ３４万３千円 
   ＩＳＯ１４００１推進事業費                  ７５万９千円 
   温室効果ガス排出削減推進事業費                ３２万２千円 
   第２次環境基本計画策定業務経費                １９万３千円 
   ごみ減量・リサイクル化啓発事業費              ２３２万３千円 
   不法投棄防止事業費                     ２２０万４千円 
   破砕処理施設整備事業費                   ６，０００万円 
   公園整備事業費（Ｃ経路緑地・Ｃ経路まちづくりを除く。） １億８，８１３万円 

などを計上しております。 

 

さまざまな災害から市民の生命、身体及び財産を守り、安全で安心して暮らせる環境

づくりをめざし、防災対策の充実を推進するとともに、消防体制の強化や交通安全環境の

整備を図るため、 

   防災訓練事業費                       １３０万８千円 
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   自主防災組織育成事業費                   ３５９万１千円 
   災害時要援護者支援対策推進事業費                 ８２万円 
   自衛隊体制維持要望活動事業費                １１２万９千円 
   耐震改修促進計画策定業務経費                １，２００万円 
   空気呼吸器更新整備事業費                １，５５８万２千円 
   高規格救急自動車購入事業費               ２，８９８万７千円 
   北海道洞爺湖サミット消防救急対策整備事業費         ４０９万１千円 
   ＡＥＤ（自動体外式除細動器）購入費             ６９５万４千円 
   Ｃ経路まちづくり事業費                   ５億４７０万円 
   防犯・交通安全市民活動促進事業費                １６７万円 
などを計上しております。 

 

安全でおいしい水を供給するため水資源の確保を図るとともに、衛生的で快適に暮ら

せる生活環境を確保するための公共下水道の整備、基地障害防止対策の推進、良質な住環

境づくりのための公営住宅の整備や高齢者住宅の整備、快適で安全な冬季間の生活と交通

を確保するため、 

   水源開発事業費                       ５，６７４万円 
   下水道事業会計繰出金               １０億７，５６２万６千円 

   在日米軍訓練移転対策等経費                 １１４万３千円 
   基地周辺共同受信施設設置事業費             １億２，０６０万円 
   Ｃ経路緑地整備事業費                  ２億７，７２０万円 
   公営住宅建替事業費（北栄、（仮称）緑町、いずみ団地） ２３億６，４８０万円  
   除雪車両等購入事業費                  ２，３９９万７千円 

などを計上しております。 

 

 

次に、『学びあい心ふれあう都市づくり』の予算であります。 

市民の主体的な生涯学習活動の支援とネットワークづくりをめざすとともに、次代を

担う子どもたちの豊かな心と人間性を育む教育環境の整備や社会の変化に対応できる「生

きる力」を身につける教育の充実を図るため、 

   みんなで、ひと・まちづくり事業費                ５００万円 
   特別支援教育体制推進事業費                 １，３１６万円 
   心の教室相談員配置事業費                  ３７５万３千円 
   小学校耐震化推進・改修事業費            １億８，８５７万６千円 
   小中学校大規模改修事業費                ２億２，０００万円 
   富丘中学校分離校建設事業費                  １１万３千円 
   小中学校管理費（学校図書の充実分）           ２，３９９万４千円 
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   児童・生徒健康診断事業費                ２，０８８万４千円 
などを計上しております。 

 

心の豊かさが求められている今日、生涯各期のライフスタイルに対応した学習機会の

充実やスポーツ振興を図るため、 

   移動図書館車更新事業費                 １，７４８万３千円 

   青葉球場整備事業費                     ２，５９０万円 

   スポーツ振興備品・施設等整備事業費           １，００４万１千円 

などを計上しております。 

 

市民がうるおいとゆとりのある生活が送れるよう、市民による自主的な芸術文化活動

への支援をはじめ、特色ある「千歳らしい」文化を創造するとともに、豊富な文化財の保

護と青少年の健全な育成を図るため、 
   市民文化センター費                 １億８，０９３万９千円 
   埋蔵文化財センター移転整備事業費            ２，１１２万２千円 
   青少年対策費（放課後子どもプラン推進事業を除く。） １億７，８２１万４千円  
などを計上しております。 

なお、青少年対策費において、サケのふるさと館の運営のあり方などを検討するため

に、経営戦略立案などに係る経費を計上しております。 

 

国際化に対応した都市機能の充実と、市民参加型の交流活動の支援や多様な地域間交

流の推進による国際性豊かな人材の育成を図るとともに、世界に開かれた国際交流都市を

形成するため、 
   ジュニア・エイトサミット開催事業費             ８１４万５千円 
   中国・長春市訪問事業費                     １５０万円 
   市制施行５０周年姉妹都市招へい事業費             ６７万９千円 

   姉妹都市交流事業費                      ７３万１千円 
   国際交流事業費                       ３０８万２千円 

などを計上しております。 
 

 

次に、『魅力と活力あふれる都市づくり』の予算であります。 

市民生活の利便性の向上など高度情報化に対応した情報通信システムの整備を推進する

ため、 

   地域情報化推進事業費                  ６，０１２万９千円 
   ＩＴ基礎技能修得等住民サポート事業費            ３５９万９千円 

などを計上しております。 
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市内幹線道路や市民生活に密着した生活道路の整備など、機能的で安全・快適な道路

体系の確立と公共交通機関の利便性・接続性の向上など、総合交通ネットワークの形成を

図るため、 

   道路橋梁整備事業費                   ６億１，３８８万円 
   Ｃ経路整備事業費                    ２億２，２７０万円 

   街路事業費（電線類地中化を除く。）             １，２５０万円 

   地域公共交通利用促進事業費                 １９４万２千円 
   バス路線確保対策補助事業費               ４，７８４万４千円 

   循環型コミュニティバス運行事業費            ２，５４６万５千円 

   海外航空路線誘致事業費                    ６１万４千円 
などを計上しております。 

 

千歳らしさが感じられる個性あるまちづくりをめざし、魅力ある街並みの形成や住環

境の優れた宅地供給を促進するとともに、土地開発公社の経営健全化を進めるため、 

   泉沢向陽台住宅用地購入事業費              ２億５，０００万円 
   電線類地中化事業費                     ２，５００万円 
などを計上しております。 

 

地域の特性を活かした生産性・収益性の高い特色ある農林水産業の確立をめざし、農

業経営の体質強化、農業基盤の整備、内水面漁業の振興を図るため、 

   グリーン・ツーリズム促進事業費               １，０４５万円 
   土地改良事業費（以下２事業を除く。）        ２億３，１３９万１千円  
   農地・水・環境保全向上対策支援事業費            ７３１万４千円 
   農業用掘削機更新事業費                   １，４７０万円 
   経営安定化対策事業費                  １，５５５万６千円 
   駒里地域等振興推進事業費                    ３７２万円 
   畜産担い手育成総合整備事業費                ８０８万７千円 
   林業費                             ５３２万円 
   ヒメマス保護振興事業費                 １，４８９万５千円 
などを計上しております。 

 

快適で賑わいのある魅力的な商店街づくりを推進し、高度技術産業の集積など商工業

の振興や労働者の生活安定と雇用の創出を図るとともに、豊かな自然など多様な観光資源

を活かした観光都市づくりをめざして、 
   商工振興費                     ９億２，２０７万３千円 
   労働諸費                        ２，９４５万８千円 
   観光費（以下６事業を除く。）              ６，５６４万９千円  
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   観光ＰＲ事業費                       ５７４万６千円 
   観光振興アクションプラン推進事業費              ６６万２千円 
   観光プロモーション事業費                  ３９５万８千円 
   観光案内板等整備事業費                   ３０１万６千円 
   ポロピナイ休憩所管理経費                  ７５９万４千円 
   支笏湖活性化推進事業費                   ２５９万５千円 
などを計上しております。 
 

 

次に、『参加と連携による都市づくり』の予算であります。 

本市のまちづくりの歩みをふりかえるとともに、市民と行政が連携・協力をする市民

協働によるまちづくりと効率的な行財政システムの確立、市民に信頼され開かれた行政運

営を進めるため、 

   市制施行５０周年記念事業費                   ５８０万円 

   市民協働推進事業費                   ５，５９２万１千円 
   男女共同参画推進事業費                    ７５万６千円 

   第４次行政改革推進事業費                   ４３万４千円 

   人事評価システム導入経費                  １６１万１千円 

   職員研修業務経費                      ５４７万７千円 

   新地方公会計制度導入事業費                 ６４４万２千円 

   長期総合計画策定業務経費                  ５２１万１千円 
   基金貸付金償還金（第４工業団地分）        １３億９，１４８万８千円 

などを計上し、市民サービスの向上と行政事務の効率化、自主財源の確保、事務事業の見

直しや経費の節減を図り、行政の透明性や健全な財政運営を進めてまいります。 

なお、第４工業団地への基金貸付金償還金に係る予算でありますが、第４工業団地は

平成３年度から造成に着手し、平成５年度に３８．５ｈａを換地処分したもので、換地当

時は保留地１１区画と市有地１７区画を市が保有しておりましたが、これまでの分譲によ

り現在の残区画数は、保留地で４区画、市有地で３区画となっております。 
一方、当該団地に係る用地取得や造成などに係る起債償還のため、財政調整基金及び

公共施設整備基金から借入し、その借入総額は１３億９，１４８万８千円となっており、

今回、それぞれの基金からの繰入金を財源として、全額返済しようとするものであります。 
これは、平成１７年度に土地区画整理事業特別会計を廃止し、一般会計に編入してお

りますが、この際、基金の整理を行わず、財政調整基金と公共施設整備基金の管理会計で

ある一般会計との間に貸し借りの関係が残っている現状にあり、昨年６月の「地方公共団

体財政健全化法」の施行や「新地方公会計制度」の導入など、財政の透明性、明確性が求

められている現状等を踏まえ、市民への説明責任を果たすため、実体に即した会計処理に

整理しようとするものであります。 
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また、財政健全化対策が順調に進捗しているなか、基金の現金残高も一定程度、確保

されてきている財政状況なども勘案し、市民生活などへ直接的な影響は生じないと判断し

たことによるものであります。 
今後も、引き続き企業誘致を重点施策に位置付け、更なる誘致活動等を通じて販売促

進に努めてまいります。 

 
 
次に、「特別会計予算の概要」についてご説明申しあげます。 

 

国民健康保険特別会計につきましては、総額で８１億９，３２３万３千円となり、前

年度に比べ３億９，６８０万６千円、４．６％の減となっております。 

これは後期高齢者医療制度が平成２０年４月から施行されることに伴い７５歳以上の

被保険者（６５歳以上の一定の障がいのある方を含む。）が国民健康保険から後期高齢者

医療制度に移行することなどによるものであります。 

歳入では、４月から前期高齢者(６５歳以上７５歳未満）に対する財政調整制度が創設

され、６５歳以上の退職被保険者が一般被保険者に移行することから前期高齢者交付金と

して１８億６，４１９万２千円が皆増となりましたが、後期高齢者の移行に伴い国民健康

保険料で５億３，４６１万１千円、２５．０％、国庫支出金で１億６１４万円、５．３％、

療養給付費等交付金で１４億９，７２７万７千円、６７．４％、一般会計繰入金では１億

９，４８０万８千円、１９．３％がいずれも減となっております。 

歳出では、保険給付費で２，０６８万５千円、０．４％の増、後期高齢者医療制度創

設に伴い後期高齢者支援金等で７億２，７８０万円が皆増となりましたが、老人保健拠出

金で１２億８１０万３千円、８０．４％の減となっております。 

平成２０年度からは、保険料が従来の医療分、介護納付金分に加え、老人保健制度の

廃止に伴い後期高齢者支援金分が創設され３本立てとなり、生活習慣病予防対策として新

たに特定健康診査・特定保健指導が医療保険者に義務化されることに伴う経費を計上して

おります。また、被保険者の保健衛生普及と疾病予防を推進するため、引き続きフリーダ

イヤルによる２４時間電話健康相談の実施やインフルエンザ予防接種、各種検診などの助

成を行うこととしております。 

 

土地取得事業特別会計につきましては、総額で４，１０４万２千円となり、前年度に

比べ５１１万９千円、１１．１％の減となっておりますが、これは９線中通道路予定用地

先行取得事業費の皆減などによるものであります。 

 

公設地方卸売市場事業特別会計につきましては、総額で４，２２４万４千円となり、

前年度に比べ１９５万８千円、４．９％の増となっておりますが、これは施設内の居室用

暖房ボイラー更新経費の皆増などによるものであります。 
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老人保健特別会計につきましては、総額で６億４，１１８万１千円となり、前年度に

比べ６２億１，０６５万１千円、９０．６％の減となっております。 

これは、老人保健制度が平成１９年度で終了し、平成２０年度から後期高齢者医療制

度に移行するため大幅に減となったもので、平成１９年度分の医療給付費（３月分）、医

療費支給費（１月分～３月分）等を計上しております。 

なお、平成１９年度までの医療等に係る交付金・負担金等の収受、医療費の支給、過

誤調整等が発生するため、制度終了後３年間は特別会計を設置することとされております。 

 

霊園事業特別会計につきましては、総額で５，１５７万６千円となり、前年度に比べ

２３４万１千円、４．８％の増となっております。 
これは、貸付区画数を１２区画増の１２２区画（規制墓地：４㎡２４区画、自由墓

地：４㎡８０区画、６㎡１５区画、８㎡３区画）を見込んだことによるものであります。 

 
介護保険特別会計につきましては、総額で２９億５，７０５万円となり、前年度に比

べ８，６６９万３千円、３．０％の増となっております。 
歳入では、第１号被保険者の増などで介護保険料は２，８９０万１千円、５．４％、

介護給付費の増加などで国庫支出金では３，２１２万７千円、５．６％、道支出金では、

１，４７３万７千円、３．７％、支払基金交付金では２，７８２万２千円、３．４％のそ

れぞれ増を見込んでおります。 
歳出では、介護保険費で８，８４１万４千円、３．３％の増を見込んでおります。 
介護保険料では税制改正により急激な増加を緩和するために実施している激変緩和を

延長するとともに、新たに医療保険と介護保険の高額介護合算サービスや生活機能評価が

介護保険者に義務化されたことに伴う関連経費を計上しております。 
また、地域支援事業では事業費対象額が介護給付費の２．３％から３％に引き上げさ

れ、地域包括支援センターなどの充実、介護予防普及啓発教室、高齢者虐待緊急保護支援

事業などの実施、シルバーハウジング（やまとの杜道営住宅３５戸、北栄団地Ｃ地区２４

戸）への生活援助員派遣を実施することとしております。 

 
後期高齢者医療特別会計につきましては、本年４月からの後期高齢者医療制度の施行

に伴い新たに設置するもので、各種医療保険から後期高齢者が移行することとなり、被保

険者数は６，６１０人を見込み、総額では６億６，１２７万１千円を計上しております。 
後期高齢者医療制度は、近年の急速な少子高齢化の中で、今後も老人医療費を中心に

増大が見込まれ、高齢者が将来にわたり安心して医療を受けられるよう老人医療費を安定

的に賄うことのできる持続可能な制度を構築するため「高齢者の医療の確保に関する法

律」に基づき創設されたものであります。 
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医療保険者は、全道１８０市町村で構成する「北海道後期高齢者医療広域連合（以下

「広域連合」という。）」となり、広域連合は資格管理、保険料の賦課、給付に関する業務

を、市町村は保険料の徴収、各種申請・届出の受付、被保険者証の交付、窓口での相談業

務等を行います。 
医療保険に係る財源は、公費が５割（国：道：市町村＝４：１：１）、後期高齢者支援

金として現役世代の納める保険料からの拠出が４割、後期高齢者の保険料が１割で、後期

高齢者医療保険料のうち、低所得者の均等割に係る軽減措置（７割、５割、２割）分につ

いては保険基盤安定繰出金として市町村が負担することとなります。 
保険料は広域連合の条例で決定し、原則として道内は同一の保険料となり、平成２０

年度、２１年度の保険料は均等割４３，１４３円、所得割９．６３％の合計額で、医療費

の自己負担割合及び高額療養費等の医療給付の内容は、これまでの老人保健制度と同様で

あります。 
なお、被用者保険の被扶養者に係る保険料につきましては、制度加入後２年間、均等

割額を５割軽減することとしておりますが、制度開始後、半年間はこの徴収が凍結され、

その後、半年間の本人負担額は５割軽減後の均等割の１割となり、この平成２０年度の軽

減措置分は国が補てんすることとされております。 

 
以上で予算の大綱説明とさせていただきますが、よろしくご審議、ご決定いただきま

すようお願い申しあげます。 


